
政策の内容

生活満足度に関する指標（個別指標）

現状・課題

政策コストの状況（千円）

※「①事業活動（アクティビティ）」の予算・決算の合計

人工

再任用職員（26時間勤務） 0.0 0.0

会計年度任用職員（月額報酬の定めのある者） 0.0 0.0

再任用職員（31時間勤務） 0.0 0.0

2025年度 2026年度 2027年度 2028年度 2029年度

正規職員（再任用フルタイム含む。） 6.0 6.0

多様な大都市制度の実現と広域連携の推進

19,774 16,464

分野

07

地域課題に的確に対応できる行政体制の整備に向け、特別市（特別自治市）を含む多様な大都市制度の実現に向
けた取組を進めるとともに、地方分権を推進します。
圏域の中枢都市として、遠州地域や三遠南信地域などの連携を深めることで、地域課題の解決と圏域のさらなる発
展を目指します。

決算

2028年度 2029年度

政策

2026年度

指標名 質問文
基準値

2024年度
2025
年度

2026
年度

人口減少社会にあって、急速な社会経済環境の変化がもたらす新たな課題に対して、現行の政令指定都市は必ず
しも十分に対応できる制度ではなく、必要な財源に対する税制上の措置も不十分であることから、地域の実情に合
わせて住民が選択できる多様な大都市制度の創設が必要であるとともに、地域の自主性及び自立性を高める、地
方分権改革の推進が重要である。
また、第32次・第33次地方制度調査会において、「持続可能な形で地域において住民が快適で安心な暮らしを営ん
でいくことができるようにするためには、地方公共団体がそれぞれの有する強みを活かし、それぞれの持つ情報を
共有し、資源を融通し合うなど、地域の枠を越えて連携し、役割分担を柔軟に見直す視点が重要とされる」など、広
域連携の重要性が指摘されている。また、令和8年1月に発足した第34次地方制度調査会においては、国・都道府
県・市町村間の役割分担や、大都市地域における行政体制その他の必要な地方制度の在り方について諮問され、
調査審議が進められている。
このため、基礎自治体の自立を可能とする特別市（特別自治市）を含めた多様な大都市制度の実現を目指すととも
に、提案募集方式の活用をはじめとした地方分権の推進を図る。また、圏域の中枢都市として三遠南信地域等の広
域連携を推進する。

予算

2025年度 2026年度 2027年度

政策シート

※総合計画基本計画に係る市民意識調査（アンケート）の結果

2027
年度

2028
年度

2029
年度

地域行政
浜松市は、市民のことを真剣に考えて
いると思いますか。

2.73 2.71

（管理番号）

01 01 02 01

基本政策 政策

担当課名

企画課
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①事業活動（アクティビティ）

※予算・決算は政策実施に関連する経費として明確にわかる費用について計上

広域行政推進事
業

富士山静岡空港
利用促進協議会
支援事業

7,383

4,081

2026年度
決算

（千円）

１　指定都市市長会への参画
全国の指定都市との緊密な連携のもとに、指定都市市長会議への参加や国家予算、大都市制度
及び大都市財源拡充等についての政策提言等を通じて、大都市行財政の円滑な推進と伸張を図
る。
２　静岡県知事・政令市市長会議の実施
県と静岡・浜松両政令指定都市に共通する喫緊の行政課題等について協議し、連携と協調を深め
ることにより行政効果の向上を図るため、静岡県知事・政令市市長会議を開催する。
３　地方分権改革の推進
地域の自主性及び自立性を高める、地方分権改革の推進のため、内閣府の提案募集方式に関す
る研修や庁内提案制度を実施し、提案に繋げる。また、地方制度（多様な大都市制度の実現、広
域連携）について考えるきっかけとするため、学生を対象としたワークショップを開催する。
４　その他、大都市制度に関する調査・研究等

１　三遠南信地域連携ビジョン推進会議(SENA)への参画
東三河、遠州及び南信州の｢三遠南信地域｣における官民連携組織である｢三遠南信地域連携ビ
ジョン推進会議(SENA)｣に参画し、会長市として地域内の産官学金の連携と地域活性化に向けた
取組を進め、更なる体制強化を図る。
２　遠州広域行政推進会議の実施
遠州地域8市1町の首長で構成する｢遠州広域行政推進会議｣を実施し、地域の共通課題に関し共
同研究を行い、課題解決に向けた取組を進める。
３　東海三県二市首長会議への参画
東海三県二市の連絡協調を緊密にし、共通する課題等について情報共有を図る。
４　中部広域リージョンへの参画
中部地方の県・政令市・経済団体による「中部広域リージョン」に参画し、産業振興、観光及び交通
分野等、各プロジェクトを通じて広域リージョン連携に取り組んでいく。
５　その他、広域行政に関する調査・研究等

5,000

１　富士山静岡空港利用促進協議会への参画
県下の民間団体、行政機関等が一体となって、富士山静岡空港の利用促進、需要の拡大を図り、
空港を活用した地域の産業経済の活性化や地域の発展等を図るために設立された富士山静岡空
港利用促進協議会の構成員として参画するとともに、負担金を支出する。

2026年度
予算

（千円）

大都市制度調査
研究事業

事業名 事業内容
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②活動（アウトプット）指標

※達成率は該当年度の目標値に対する実績値から算出する。

③短期成果（アウトカム）指標

※達成率は該当年度の目標値に対する実績値から算出する。

2028
年度

2027
年度

2026
年度

2025
年度

17 22 25 28 31

19

112%

20 22 24 26 28

20

目標値

実績値

実績値

指標名 指標の定義 設定理由

遠州広域行政推
進会議での調
査・研究等件数
の累計（件）

遠州広域行政推進会議
で取り扱われた調査研
究等の件数

遠州地域の８市１町の首長が一
堂に会する、遠州広域行政推進
会議において、本地域共通の課
題や連携施策について調査・研
究等を行う。

目標値 -

提案募集方式に
よる提案事項の
対応件数累計
（件）

内閣府の提案募集方式
において、本市が提案を
行ったもののうち、提案
の趣旨を踏まえて対応
がなされた累計件数

地域の自主性及び自立性を高
める、地方分権改革の推進のた
め、内閣府の提案募集方式に
おける提案を行い、その提案内
容の実現を図る。

目標値 -

実績値 12

達成率

-

-

15

100%

内閣府の提案募集方式
において、本市が提案を
行った件数

地域の自主性及び自立性を高
める、地方分権改革の推進のた
め、内閣府の提案募集方式に
おける提案を行う。

実績値

達成率

目標値 36 41

達成率 - 106%

50

実績値 38

44 47

指標名 指標の定義 設定理由

三遠南信地域に
おける新規連携
施策数累計（件）

三遠南信地域におい
て、本市が新規で行った
連携施策の累計件数

遠州地域を中心に、三遠南信
地域における広域連携施策を
実施し、地域課題の解決と圏域
のさらなる発展を図る。

2029
年度

特別市（特別自
治市）の法制化
に向けた国への
働きかけ回数累
計（回）

本市及び指定都市市長
会等を通じて特別市（特
別自治市）の法制化に
向けて国へ働きかけた
累計回数

指定都市市長会への参画等を
通じて、国への要請活動に繋
げ、特別市（特別自治市）を含
む多様な大都市制度の実現を
目指す。

2029
年度

目標値 36 38 40 42 44

達成率 -

18

2314 17 19 21

15

37

2024
年度

2025
年度

2026
年度

2027
年度

2028
年度

- 107%

達成率 - 103%

-

33

-

34

2024
年度

提案募集方式に
よる提案件数累
計（件）
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④長期成果（アウトカム）指標

※達成率は2034年度の目標値に対する実績値から算出する。

⑤目的：10年後(2034年)の理想の姿

2027
年度

2028
年度

2029
年度

目標値
2034
年度

指標名
基本計画

指標

7.5
2026年
7月確

定

多様な主体との協働を通じて、市民の幸福実感につながる政策を実行し、オール浜松で元気なまちを実現してい
る。

2026
年度

指標の定義

7.5%

全指標
達成○

基本計画の成果指標全体
の達成度（%）

全ての基本計画の成果指標
（本指標除く）のうち、目標達
成している指標数÷基本計
画の全ての成果指標の数
※毎年度算出

実績値

達成率

2024
年度

2025
年度
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「①事業活動（アクティビティ）」の実施内容と事業改善（2027年度記載）

「②活動（アウトプット）指標」の分析・評価と指標見直しの要否（2027年度記載）

事業名

指標見直しの要否

事業改善の内容や今後の方向性実施内容

【2026年度の評価】

評価時に記載

評価時に記載
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「③短期成果（アウトカム）指標」の分析・評価と指標見直しの要否（2027年度記載）

2026年度の政策の評価と2027年度以降の取組の方向性（2027年度記載）

指標見直しの要否

評価時に記載

評価時に記載
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